
ビッグデータによるICT成長戦略 
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一般投資 

ICT投資 1.98 

1.19 

● 情報資本はGDPのプラス成長に一貫して貢献。 

※九州大学 篠﨑教授、神奈川大学 飯塚准教授ほかの研究成果より 

※ＩＣＴ資本特有の効果として、投資した企業だけでなく、他企業の生産性や 
 収益力も上昇する「ネットワーク効果」があることから、このような差が生じる 
 と考えられる。 

● ICT投資のみが増加する場合と一般投資のみが増加する
場合の2015年の乗数効果を比較した場合、約2倍の差。 

ICT投資の乗数効果（ICT投資とその他一般投資の比較） GDP成長率の寄与度分解 

ＩＣＴによる経済効果 

（注）EU-KLEMSのデータ制約のため、2006年までの数値        
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主な産業の市場規模 

主な産業の市場規模（名目国内生産額） 
主な産業の市場規模 

（名目国内生産額及び実質国内生産額）の推移 

【名目国内生産額】 

【実質国内生産額】 
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● 2012年のビッグデータの流通量（POSデータ、GPSデータ等一部に限
定）は、2.2エクサバイトで、2005年の流通量の約5.5倍。 

● 一部の業種を除き、ＩＣＴの利活用セクターにおいて、データ流通量
の伸び率と労働生産性の伸び率との間には、プラスの相関関係。 

ビッグデータ流通量と労働生産性との関係分析 

ビッグデータ国内流通量の推移 

ビッグデータ流通量・発現効果について 

424,306  

1,033,904  

1,536,450  

2,217,195  
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（TB） 

7年間で5.5倍 

ビッグデータ活用による発現効果 

【小売業】：合計1兆1,500億円 
 
対象業種＊の年間販売額の2％に相当。小売販売額がほ
ぼ横ばいで低迷する中、2％の新たな価値を生み出す。 
・販売促進効率化効果          9,894億円 
・発注最適化効果            1,635億円 
＊各種商品小売業、織物・衣服・身の回り小売業、飲食料品小売業 

【インフラ（道路・交通）】：合計1兆4,300億円 
 
・予防保守による延命効果        2,700億円 
（2009年度の橋梁整備費用5,700億円の48%に相当） 
・渋滞削減による燃費向上     1兆1,600億円 
（国内の自動車1,060万台分の燃料消費額に相当） 

【製造業】：合計4兆7,900億円 
 
・予防保守による故障対応時間短縮（業務用の機械*） 
 人件費効率化効果        4兆7,380億円 
・運転状況最適化による節電（業務用エアコン） 
                   519.7億円 
（業務用エアコン6.5万台分に相当） 
＊はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具 
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ＩＣＴ技術のトレンド 

40ZB 

●全世界のデジタルデータ量は、2005年から2020年までの15年間で 
約300倍に増加する見込み。 
（130エクサ（1,300億ギガ）バイト → 40ゼタ（40兆ギガ）バイト） 

センサー スマートフォン 

クラウド ビッグデータ 

●日本国内におけるスマートフォン契約数は、 2011年から2018年までの
7年間で約10倍に増加する見込み。（955万件 → 9,383万件） 
[全携帯電話に占める契約比率は約8倍に増加。（8.8％ → 73.2％）] 2000年 2010年 

将来 
（2020年頃） 

チップの大きさ 
（ダイ表面積） 

10mm2 約2～3mm2 1～2mm2 

消費電力 0.1mW 0.05mW 0.05mW未満 

平均販売価格 $3以上 
（約300円以上） 

$0.70 
（約70円） 

$0.50未満 
（約50円未満） 

世界生産量 
（単位：百万個） 

35 771 2500超 

●世界中でセンサーの小型化・低消費電力化・低価格化が進展。 

※ 1ドル=100円で換算 

●日本国内のクラウドサービス市場規模は、2010年から2016年までの
6年間で約8倍に拡大する見込み。（0.36兆円 → 2.81兆円） 

出典： MM総研 「スマートフォン市場規模の推移・予測」 （2013年3月等） 

出典：Jean-Christophe Eloy=Yole Developpement （http://techon.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20110410/191000/） 

出典：総務省調査（「ICTコトづくり検討会議」（第6回）会議資料（2013年5月）） 

●日本では全世界の約1/4のセンサーが使用されている。 
（2010年の販売数量ベース（国内45億個／世界170億個）） 

出典：富士キメラ総研調査（ 2011年11月28日付日本経済新聞） 

出典：総務省調査（2012年3月） 
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２００１．１ 

２００４．１２ 

２０１０．５ 

ｅ－Ｊａｐａｎ戦略 
２００５年までに世界最先端のＩＴ国家を実現 ｕ－Ｊａｐａｎ政策 

２０１０年までにユビキタス社会を実現 

 新たな情報通信技術戦略 
国民主導の新たな「知識情報社会」への転換を実現 

ＩＴ／ＩＣＴ戦略の推移 

経済再生・成長が重要な柱 

２００９．７ ｉ－Ｊａｐａｎ戦略２０１５ 
国民主役の「デジタル安心・活力社会」を実現 

ＩＣＴ維新ビジョン 
「光の道」１００％の実現等 

２００９．１２ 

ｘＩＣＴビジョン 
あらゆる産業・地域とICTとの深化した融合 

２００８．７ 

Ａｃｔｉｖｅ ＪａｐａｎＩＣＴ戦略 
情報資源を利活用したアクティブな日本の実現 

２０１２．７ 

日本政府 
（IT戦略本部） 

総務省 

検討結果の反映 

ＩＴ新改革戦略 
いつでも、どこでも、誰でもITの恩恵を実感できる社会の実現 

２００６．１ 

世界最先端ＩＴ国家創造宣言 
（新たなＩＴ戦略） 

２０１３．６ 

政権交代（２００９．９） 

政権交代（２０１２．１２） 
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２０１３．６ 

日本再興戦略 
（政府全体の成長戦略） 

（IT総合戦略本部） 



 
世界最高水準のＩＴ利活用社会の実現と成果の国際展開を目標とし、以下の３項目を柱として取り組む。 
１．革新的な新産業・新サービスの創出と全産業の成長を促進する社会の実現 
○公共データの民間開放（オープンデータ）の推進、ビッグデータの利活用推進（パーソナルデータの流通・促進等） 
○農業・周辺産業の高度化・知識産業化、○オープンイノベーションの推進等 
○地域（離島を含む。）の活性化、○次世代放送サービスの実現による映像産業分野の新事業の創出  
 

２．健康で安心して快適に生活できる、世界一安全で災害に強い社会 
○健康長寿社会の実現、○世界一安全で災害に強い社会の実現 
○効率的・安定的なエネルギーマネジメントの実現、○世界で最も安全で環境にやさしく経済的な道路交通社会の実現 
○雇用形態の多様化とワークライフバランスの実現  
 
 

 ３．公共サービスがワンストップで誰でもどこでもいつでも受けられる社会の実現 
○利便性の高い電子行政サービスの提供、○国・地方を通じた行政情報システムの改革 
○政府におけるＩＴガバナンスの強化 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

Ⅱ.目指すべき社会・姿 

 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

１．閉塞を打破し、再生する日本へ 
○ 景気長期低迷・経済成長率の鈍化による国際的地
位の後退 

 

○ 少子高齢化、社会保障給付費増大、大規模災害
対策等、課題先進国 

 

○  「成長戦略」の柱として、ＩＴを成長エンジンとして
活用し、日本の閉塞の打破、持続的な成長と発展 

2. 世界最高水準のＩＴ利活用社会の実現に向けて 
○ 過去の反省を踏まえ、ＩＴ総合戦略本部、政府   
ＣＩＯにより、省庁の縦割りを打破、政府全体を横串
で通し、ＩＴ施策の前進、政策課題への取組 

 

○ ＩＴ利活用の裾野拡大に向けた組織の壁・制度、
ルールの打破、成功モデルの実証・提示・国際展開 

 

○ 5年程度の期間（2020年）での実現 
 

○ 工程表に基づきPDCAサイクルを確実に推進 
  

 

 

 

 

 

 

Ⅰ.基本理念 

6 世界最先端ＩＴ国家創造宣言 （平成25年6月14日閣議決定） 



▶ 世界で最もアクティブな国になる  ～ＩＣＴによる経済成長と国際社会への貢献～ 

▶ Ⅰ．新たな付加価値産業の創出 

▶ Ⅱ．社会的課題の解決 

▶ Ⅲ．ＩＣＴ共通基盤の高度化・強靱化 

プロジェクトの国策化と総合的推進 

経済規模の拡大・雇用の創出 
産業の高付加価値化 
情報発信力の強化 

防災・国土強靱化、街づくり 
超高齢社会への対応 
資源問題の解決 

オープンイノベーションの推進 
情報セキュリティの強化 
パーソナルデータの活用 

Vision – ビジョン 

Mission – ミッション 

課題 

ＩＣＴ成長戦略 －基本的視点－ 7 

３つのデータ： 
 ビッグデータ 
 オープンデータ 
 パーソナルデータ 



Ｉ
Ｃ
Ｔ
共
通
基
盤 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
共
通
基
盤 

    安心・安全を守る情報セキュリティの強化 

    Ｇ空間情報の活用などオープンデータの推進 

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

新たな付加価値産業の創出 

ひずみセンサー 

データ 
活用 

放送・ 
コンテンツ 農業 防災 

医療・介護 
・健康 

資源 

付加価値創出 
プロジェクトの推進 

４Ｋ・８Ｋ、ｽﾏｰﾄﾃﾚ
ﾋﾞの普及、放送ｺﾝ
ﾃﾝﾂの海外展開 

バリューチェーンの
構築による高付加
価値化の実現 

ｾﾝｻｰ等を活用した
社会ｲﾝﾌﾗの効率的
な維持管理の実現 

医療情報連携基盤
の全国展開、「ｽﾏｰﾄ
ﾌﾟﾗﾁﾅ産業」の創出 

衛星通信を活用 
した「海のブロード
バンド」の実現 

社会的課題の解決 

    世界最高レベルのＩＣＴインフラの構築 

    イノベーションを創出する研究開発の推進 

地域 
活性化 

「ICTｽﾏｰﾄﾀｳﾝ」 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの全国 
展開・加速化 

◆ 各省事業、自治体、民間等の連携 
◆ 国策化による特定地域への集中投資 
◆ 一体となった規制・制度改革 

成功モデルの提示と実証 

ＩＣＴ成長戦略 －全体像－ 8 



     

これまでのＩＣＴ政策 

Ｂ to Ｃ    ➢ 

➢ 

9 

 世界最先端のI ＣＴインフラ※を整備。 

 それを活用して新たなＩＣＴサービスを創出。 

  I ＣＴ × ○○      I ＣＴ × ○○  

※ブロードバンド、モバイル、デジタル放送、ユビキタスネットワーク･･･ 



     

これからのＩＣＴ政策 

Ｂ to Ｃ   Ｂ to Ｂ   

I ＣＴ × ○○     ○○ ×I ＣＴ 

➢ 

➢ 
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 I ＣＴのパワーを使って様々な課題の解決に貢献する 



ＩＣＴ成長戦略の鍵-３つのデータ- 

Big Data 

Open Data 

Personal Data 



Big Data 



ビッグデータを活用した資源課題への対応イメージ ① 

● 水資源 

 地中の水道管に振動センサーを取り付け、センサーで感
じ取った振動データを常時収集。大量のデータを解析する
ビッグデータ技術を用いて、高い精度で漏水個所を検知。 

（ＮＥＣが、スイスのガターマン社と提携して技術開発予定 等） 

水 

マンホール 

地中 

地表 

アンテナ 

振動 
センサー 

データを常時送信 

コンピューター無線
でデータを収集。漏
水の有無を解析 

漏水 

漏水 

高度なセンサー技術とビッグデータ処理・解析技術の活用等によ
り、盗水の発見や地域全体の効率的な水管理を実現するととも
に、同システムを全国展開・海外展開することが可能ではないか。 

 地形データや気象データ等の多種多量のデータを解析
し、立体的な地下水マップを作成。河川等の表流水だけで
なく、地下水も含めた一体型の水循環構造を可視化するこ
とで、地下水の適正管理や効率的な水取得へ貢献。 

（公益財団法人リバーフロント研究所等により研究中） 

高度なビッグデータ処理・解析技術の活用等により、全国展開・
海外展開への道が開けるのではないか。 

出典：第20回リバーフロント研究所研究発表会資料 
「木曽川水系における水循環構造に関する研究」より 
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ビッグデータを活用した資源課題への対応イメージ ② 

● 食料資源 

 農場に温度、湿度、日射量等を計測できるセンサーや
カメラを設置。そのデータをクラウドに蓄積し分析すること
で、これまで勘や経験に頼っていた独自の栽培方法を客
観的な数値データで確認し、最適な生育環境の安定的な
実現に貢献。 

（ＮＥＣ、富士通等が、一部サービス提供中） 

 
  

出典：NEC Webページより 

高度なセンサー技術とビッグデータ処理・解析技術の活用等
により、効率的・安定的な生産体制の実現が可能ではないか。 

センサーで取得した情報
は、遠隔地でも手元のス
マートフォンで確認可能。 

日々の活動から生まれるデータ 

・センサー、カメラ 
温度、湿度、日射量、 
画像等のデータを取得 

クラウド 農業生産管理 

蓄積・分析 

収集 

人工衛星に搭載したセンサーを用いて、小麦等の農産物
の生育状況を解析。その結果をＧＩＳを活用して色分けして
表示することで、刈取り作業の時期や順番の最適化に貢献。 

（日立ソリューションズ等が、サービス提供中） 

出典：総務省 u-Japanベストプラクティス2008優秀表彰事例より 

センシングにより取得した
情報から生育状況を解析 

生
育
状
況 

進 

遅 

解析結果を地図上に 
表示することで可視化 

刈り取り計画を最適化 

高度なセンサー技術とビッグデータ処理・解析技術の活用等
により、効率的・安定的な生産体制の実現が可能ではないか。 
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トンネル内に設置された光ファイバ・
無線センサノードにより、トンネルの異
常監視等の遠隔監視を実現。 

（京都大学等において研究中） 

● 社会インフラ資源 

岩盤に設置された無線センサノードにより、
岩盤の異常監視等の遠隔監視を実現。 

（京都大学等において研究中） 

橋梁に設置されたセンサにより、橋
梁の異常監視等の遠隔監視を実現。 

（NTTデータにおいてサービス運用中） 

高度なセンサー技術とビッグデータ処理・解析技術の活用等により、インフラの異常箇所や老朽箇所を検知することが可能となり、
崩落事故等の防止につながるのではないか。 

無線センサノード 
（傾斜計＋無線機能） 

出典：生活資源対策会議第１回森川構成員説明資料より 

15 ビッグデータを活用した資源課題への対応イメージ ③ 

加速度計 変位計 

温度計 ひずみ計 

出典：ＩＣＴを活用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会 
 ＮＴＴデータ資料他より 

センサ光ファイバ遠隔モニタリング 

無線センサネットワーク遠隔モニタリング 
無線センサノード 

無線 
センサ 
ノード 

出典：新都市社会技術融合総合研究会道路トンネル健全性評価プロジェクト 
道路トンネル健全性評価技術の研究 より 



超高齢社会の課題解決と経済成長を目指すＩCＴ 

○ＩＣＴ利活用の推進方策 

 医療・健康  

 （高齢者の意識を高め、健康の 
  維持・増進） 

 介護・生活 

 （高齢者の自立的生活を支援、 
  介護従事者の負担を軽減） 

 就労・生きがい 

 （元気な高齢者の就労参加を 
  支援） 

○産官学連携の在り方 

○海外展開の推進方策 
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出典：「World Population Prospects: The 2010 Revision 」United Nations 出典：社会保障改革に関する集中検討会議 第10回資料 （平成23年6月） 

出典：人口統計資料集(2012) 国立社会保障・人口問題研究所 
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その他
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140

160

2011 2015 2020 2025

151.0兆円
（兆円）

社会保障給付費の増加 
出典：人口統計資料集(2012) 国立社会保障・人口問題研究所 
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ビッグデータを活用したＩＣＴ健康モデル（予防）の確立 

例② 高齢者の就農による健康づくりの推進 

 高齢者の就農など、地域における多様な働き方と健康増進等、経済性を兼ね備

えた健康モデルの確立と普及促進に向けた実証等 

具体的な施策内容 

 地場産品ビジネスへの従事が高齢者の生きがいにつながり、 
高齢者医療費の削減や、健康状態の改善（寝たきり解消）を実現 

◆高齢者一人当たりの医療費は年間 
６０万円強にまで減少（他市町村では
１００万円近くかかっているところも） 

◆高齢化率５２．４％（２０１０年１０月国
勢調査）と高率ながら寝たきり高齢者
はゼロ（２０１０年４月時点） 

生産者 

各々の生産者は、注
文や市場の動向予想
に基づいて、「つま
もの」を採取・収穫 

収穫した「つまもの」を 
集荷し、集出荷場へ搬送 

集出荷場 

市況の把握、 
情報提供 

需要に応じた  
「つまもの」の 
集荷、全国へ出荷 

サーバ 

（情報管理・蓄積） 

いろどり専用ＰＣ 
現在の受発注情報、
市況の共有 

◆売上高が事業実施後、約１．５倍に 
 ○売上高                    
  １４９百万円（H10）→２７０百万円（H18） 

徳島県上勝町の事例 

■ 健康増進 ■ 経済性の確立 

■ ＩＣＴシステムや健診データ等を活用した健康モデル（予防）の確立・普及に向け、地方自治体や企業が主体と

なった大規模な社会実証を実施するとともに、健康ポイント等のインセンティブ措置の在り方についても検討し、

それらの成果を踏まえた普及を促進 

65.4

60.9

50

55

60

65

70

開始時 3ヵ月後

4.5歳の
若返り

（データ数 2,132人）
（歳）

開始時の暦年齢

58.0 歳

p<0.05

■対照群 282人

平均年齢70.2歳

◆実施群 94人
平均年齢70.1歳

ｐ＜0.05

35.6万円

22.9万円

32.5万円

24.4万円

22.4万円

27.0万円

27.3万円

42.9万円

22.8万円

37.4万円

45

開始時 1年後 2年後 3年後 4年後

健康づくり実施群

対照群

差額：104,234円

対
象
者
１
人
あ
た
り
医
療
費
（円
／
年
／
人
）

40

35

30

25

20

（万円）

データの蓄積・解析による 
健康状態の「見える化」 

企業・自治体 
における指導等 

行動変容を促し、健康維持・増進を実現 

健康データ等の計測 

■ 体力年齢の若返り ■ 医療費の削減 

登録 解析・活用 

自治体・企業
（保険者） 

歩数計 

体組成計 

健康情報データ
ベース 

バイタルデータ 

国保情報 

社保情報 

新潟県見附市の事例 

※ 大規模な社会実証を実施 

 ＩＣＴを活用した健康モデルの確立・普及 
 「予防」に対する国民全体の意識・行動変容を促すための施策の推進 

・ インセンティブの付与 

具体的な施策内容 

例① 健診データ、レセプトデータ等に基づく健康づくりの推進 
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３つの領域におけるデータの利活用 

公的機関・企業・ユーザーが保有するデータを活用すると様々なサービスが創出される。 
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１ 

19 データ活用イメージ：①ＩＣＴ店づくり 



20 データ活用イメージ：②ＩＣＴ学び場づくり 



21 データ活用イメージ：③ＩＣＴカラダづくり 



22 データ活用イメージ：④ＩＣＴ暮らしづくり 



23 データ活用イメージ：⑤ＩＣＴ工場づくり 



24 データ活用イメージ：⑥ＩＣＴ家づくり 



25 データ活用イメージ：⑦ＩＣＴ道づくり 



26 データ活用イメージ：⑧ＩＣＴ仕事づくり 



27 データ活用イメージ：⑨ＩＣＴ未来づくり 



Open Data 



オープンデータ戦略の３つの狙い 

2012年度は、公共交通、地盤、災害、青果物、水産物の各分野のデータについて、実証実験を行い、共通ＡＰＩ（第１版）等を策定。2013年９月より意見募集を開
始。2013年度は、自治体の行政情報、社会資本情報、観光情報、防災情報等で実証実験を実施するとともに、データカタログサイト（内閣官房で今年秋頃に試行
版を構築予定）に適用する情報流通連携基盤共通ＡＰＩ機能の検討を行う。 
 

  ① 価値あるデータの連携による創造的新事業・サービスの創出促進 
 
 ②  国民、産業界にとって有益な情報が広く容易に入手可能 
             
 ③  政府の透明性の確保及びそれを通じた行政運営の効率化 
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・精密ハザードマップ 
・３D地下構造図 
・災害予測シミュレーション 
等の新サービス 

国のボーリングデータ 

【現状】 【オープンデータ化】 
公共交通情報サービス（スマホアプリ） 

自治体のボーリングデータ 

車両や駅の
混雑データ 

気象データ 
（雨、温度等） 

 

・複数の公共交通機関の運行情報をリアルタ
イムに提供（→遅延情報等も勘案した最適
ルート、終電乗り継ぎ案内等） 
 
・各車両毎の温度や混雑状況、バリアフリー
状況等を一覧的に提供 

運行情報 

気
象
庁 

自
治
体  除雪関連データ 

 除雪計画道路 
 除雪済経路 

＜雪害時の行動判断＞ 

トレーサビリティサービス 

農場 

流通業者 

消費者 

流通情報 

   
       
    

栽培情報   
       
    品質情報   
       
   

生産者 
生産地 
品目 

取引時刻 
流通場所 
業者名 
購入場所 
購入日時 

code 

code 

評価情報 

   
       
    

共
通
A
P
I
 

共
通
A
P
I
 

共
通
A
P
I
 

共
通
A
P
I
 

公共交通関連情報  ボーリング（地盤）データ 

災害関連情報  青果物・水産物の安全安心情報 

農薬、肥料、
放射線量等 

現在地 

避難経路 

避難所 

家屋被害 
12件 

 気象情報 
 震度・震源情報 
 津波警報・注意報 
 大雨警報・注意報 
 指定河川洪水予報 
 土砂災害警戒情報 
 大雪警報・注意報 等 

 ハザードマップ 
 浸水エリア 
 氾濫危険箇所 
 地すべり危険個所 
 避難所情報 等 

＜避難準備の促進、避難勧告の判断＞ 

到着予定時刻 
○時△分頃 

除雪済み道路 



ＩＣＴを活用した新たな街づくり －ＩＣＴスマートタウン－ 

住民等の 
利用者参加 

リアルタイムデータ 
（センサ等） 

行政保有データ 
（地方自治体等） 

その他の各種データ 
（企業保有データ等） 

プラットフォーム 

ネットワーク 

災害対応（防災・減災） 

街の自立的な発展を支えるＩＣＴの総合的な活用 
（例：行政、社会インフラ、健康、医療、農林水産、環境、エネルギー 

交通、観光、教育などの複合的課題の解決） 
地
域
に
お
け
る
期
待 

国
際
展
開
を
取
り
巻
く
状
況 

平時の 
ＩＣＴ利活用と 
災害対応 

ビッグデータ
の利活用 

災
害
に
強
く
安

心
・
安
全
な
街
の
実

現 

ス
マ
ー
ト
な 

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
実

現 

新
た
な
産
業
や

雇
用
の 

実
現 
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• Ｇ空間情報（地理空間情報）を活用して新産業・新サービス創出、防災や暮らしの安心等に寄与するため、 
     官民が保有するＧ空間データを自由に組み合わせて利活用できるプラットフォームの構築・実証を実施する。 

「Ｇ空間プラットフォーム」「Ｇ空間シティ」の構築 

• Ｇ空間情報と通信技術を融合させて、暮らしに新たな革新をもたらすため、「Ｇ空間シティ」において、世界最先端の 
防災システムをつくるとともに、先進的・先導的なＧ空間×ＩＣＴの利活用モデルを構築する。 

Ｇ空間 × ＩＣＴ 

Ｇ空間情報の利活用の推進 
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0.0
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60.0

70.0

平成24年度（2012年度） 平成32年度（2020年度） 

19.8兆円 

14.5兆円 

15.4兆円 

32.3兆円 

62.2兆円 

①官民が保有するＧ空間
情報を自由に組み合わせ
て利活用できるプラット
フォームを活用したサービ
スの拡充による効果 

② 先進的・先導的なＧ空
間×ＩＣＴの利活用モデル構
築による、新産業・新サー
ビスの創出による効果 

（単位：兆円） 

Ｇ空間関連市場規模 



Personal Data 



パーソナルデータに関する利用者意識の国際比較① 

どのような場合でも提供したくないデータ（センシティブデータ） 

● 「どのようなデータを提供したくないか」という傾向については、各国とも類似している。 

● 一般パーソナルデータに関しては、日本・フランスは他国よりも数値が高い。 

●米国・英国では比較的低めなのに対し、フランスは高め。なお、レーダーチャートの形状は各国とも類似。 

どのような場合でも提供したくないデータ（一般パーソナルデータ） 

●日本・フランスでは比較的高め。なお、レーダーチャートの形状は各国とも類似。 

【出典：総務省「ICT基盤・サービスの高度化に伴う新たな課題に関する調査研究」（平成25年）】 
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パーソナルデータに関する利用者意識の国際比較② 

● ソーシャルメディア利用時のパーソナルデータの取扱いについては、日本の利用者は他の国よりも慎重な対応を求める傾向。 

● 安心・安全に資する形でのパーソナルデータの活用については、各国の利用者とも比較的寛容な傾向。 

●第三者への実名公開は、日本に強い拒否感 ●自動車から取得したデータを交通状況の把握に用いる場合や、監視カメラ 
の防犯への活用といった安心・安全面での活用については、各国とも許容度 
が高い。 

パーソナルデータの取扱い 
（ソーシャルメディア利用時） 

パーソナルデータの取扱い 
（ビッグデータ関連サービス） 

【出典：総務省「ICT基盤・サービスの高度化に伴う新たな課題に関する調査研究」（平成25年）】 
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個人情報・プライバシー保護に配慮したパーソナルデータの利活用ルールの明確化 

ビッグデータ利活用による 
新事業・新サービス創出 

の促進 

【課題】 

個人の行動・状態等に関するデータ 
である「パーソナルデータ」は、 
特に利用価値が高いと期待 
* 行動履歴・購買履歴、位置情報、携帯電話IDなどが含まれる。 

②個人情報保護とプライバシー 
・個人情報の定義のあいまいさ 
・保護すべき個人情報の範囲が不明確、等 

③グローバル化 
・欧米ではプライバシーの保護を強化 
・日本は、プライバシー保護が不十分  
 との指摘 

①消費者意識の変化 
・プライバシー意識の高まり 
・不正アプリ等による不安感の増大 

✓個人情報保護法を順守しているにも関わらず、プライバシー保護が不十分との社会的批判     
✓どこまで対策をすればいいか不明確であり、保守的な判断に傾向    対策の高コスト化、非効率化 
✓ＥＵからのデータ移転に時間とコストがかかる → 円滑なデータの流通に支障                等 

パーソナルデータの利活用の基本的枠組みの明確化 
個人情報保護法上の個人情報保護とプライバシー 
との関係を整理し、一般的な国民の感覚に適合し 
たパーソナルデータの利活用の枠組みを検討 

・パーソナルデータの保護の目的の明確化 
・パーソナルデータの性質（プライバシー性の高低）や取得の経緯 
 （コンテキスト）による適切な取扱い 
・ルール順守確保の方策（プライバシー・コミッショナー制度の創設） 
・適切な匿名化技術、暗号化技術の活用                  等 

35 



国際的なパーソナルデータの利用・流通の確保 

国際的に調和のとれたパーソナルデータの利活用の枠組みを実現する必要 

【検討課題】 

 ・国際的なパーソナルデータ保護の執行協力の可能性 

 ・我が国のパーソナルデータ保護のルールの国際的な適用の可能性 

 ・保護が十分になされていない国等への日本からパーソナルデータを移転 
  する場合に、十分なセーフガードを求めること 

 ・海外から日本国内への情報流通についても、円滑に行われる環境の確保 

日本 

諸外
国 

米国 

欧州 

諸外
国 

× 
○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
セーフ 
ガード等 

保護が十分になされていない国 

保護が十分にされている国 
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パーソナルデータ利活用のルール策定・遵守確保の在り方 

マルチステークホルダープロセス 

プライバシールールの策定 

契約約款への位置付け 

各府省 

・場の提供 
・分野毎の固有の事情に 
 対応したルール策定 

・パーソナルデータの利活用 
 の原則に沿ったものである 
 ことの検証 
・ルールの普及啓発 
・ルールを遵守している企業 
 を国民・消費者に周知 

各企業 

ADR 

・ルールに関する判断の提示 
・消費者と企業間の紛争解決 

国、企業、消費者、有識者等、 
多種多様な関係者が参画する 
オープンな検討を通じた 
ルール策定のプロセス 

37 



これまでの政府での取組と今後の対応について 

総務省： 
 パーソナルデータの利用・流通に関する研究会 

H24年11月から開催 
H25年６月12日：報告書公表 

・パーソナルデータの利活用の基本的枠組みの明確化 
・パーソナルデータの保護のための関連技術の活用 
・国際的なパーソナルデータの利用・流通の確保 
・プライバシー・コミッショナー制度の創設         等を提言 

経済産業省： 
 IT融合フォーラムパーソナルデータワーキンググループ 

H24年11月から開催 
H25年５月1０日：報告書公表 

・パーソナルデータ取得時における分かり易い表示の在り方 
 （アイコン、成分表示ラベル） 
・民間ベースでの評価ビジネスの普及 
・ノーアクションレターによる対応               等を提言 

規制改革会議 

H25年６月１４日：規制改革実施計画（閣議決定） 

・ビッグデータ・ビジネスの普及（匿名化情報の取扱い） 

ＩＴ総合戦略本部 
 「パーソナルデータに関する検討会」 

 パーソナルデータ利活用のルールの明確化のための、 
 個人情報保護ガイドラインの改訂、同意取得手続きの 
 標準化、プライバシー保護に係る新たな法的措置などに 
 ついて政策提言を行う 
 

 ・年内：制度見直し方針（ロードマップ含む）の策定 
 ・年明け以降~2015年度末：検討完了 

堀部 政男   一橋大学名誉教授（座 長） 
宇賀 克也  東京大学大学院法学政治学研究科教授 
新保 史生   慶應義塾大学総合政策学部教授 
安岡 寛道   株式会社野村総合研究所上級コンサルタント 

宍戸 常寿   東京大学法学政治学研究科准教授 
佐藤 一郎   国立情報学研究所アーキテクチャ科学研究系教授 

鈴木 正朝   新潟大学法科大学院教授 
山本 隆一   東京大学大学院情報学環准教授 
森 亮二   英知法律事務所弁護士 
椋田 哲史  日本経済団体連合会 常務理事 
伊藤 清彦  経済同友会 常務理事 
金丸 恭文  ヒューチャーアーキテクト株式会社 代表取締役会長兼社長 

滝 久雄   株式会社ぐるなび 代表取締役会長 
長田 三紀  全国地域婦人団体連絡協議会事務局次長 
松岡 萬里野 財団法人日本消費者協会会長 
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 世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成25年6月14日閣議決定）   【抜粋】 

政府における検討状況（IT総合戦略本部） 

② ビッグデータ利活用による新事業・新サービス創出の促進 

 個人や機器・インフラの行動・状態等が日々刻々とＩＴにより流通・蓄積されており、この「ビッグデータ」の
利活用による、付加価値を生み出す新事業・新サービス創出を強力に推進する。 
 このため、「ビッグデータ」のうち、特に利用価値が高いと期待されている、個人の行動・状態等に関する
データである「パーソナルデータ」の取扱いについては、その利活用を円滑に進めるため、個人情報及び
プライバシーの保護との両立を可能とする事業環境整備を進める。また、環境整備に当たっては、プライ
バシーや情報セキュリティ等に関するルールの標準化や国際的な仕組み作りを通じた利便性向上及び国
境を越えた円滑な情報移転が重要であり、OECD 等国際交渉の場を活用し、国際的な連携を推進する。 

      （中略） 
 また、速やかに、ＩＴ総合戦略本部の下に新たな検討組織を設置し、個人情報やプライバシー
保護に配慮したパーソナルデータの利活用のルールを明確化した上で、個人情報保護ガイドライ
ンの見直し、同意取得手続きの標準化等の取り組みを年内できるだけ早期に着手するほか、新た
な検討組織が、第三者機関の設置を含む、新たな法的措置も視野に入れた、制度見直し方針
（ロードマップを含む）を年内に策定する。 
 さらに、2014 年以降に、制度見直し方針に示されたロードマップに従って、国際的な連携に
も配慮しつつ、順次パーソナルデータ利活用環境を整備し、利活用を促進する。 

      （後略） 

   Ⅲ.目指すべき社会・姿を実現するための取り組み 
    １．革新的な新産業・新サービスの創出と全産業の成長を促進する社会の実現 
     （１）オープンデータ・ビッグデータの活用の推進 
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ICT成長戦略の要 -スリーＤプロジェクト-の実現にむけて 

ＩＣＴの進展により生成・収集・蓄積され
る多種多様のデータを活用することに
より、新しいＢｉｇ Ｄａｔａ Ｂｕｓｉｎｅｓｓの創
設 

Big Data 

Open Data Personal 
Data 

Ｇ空間情報（地理空間情報）、国・自治体等が保有 
する公共情報のＯｐｅｎ Ｄａｔａ化の実現 

パーソナルデータの利用流通を円滑化するための 
Ｐｅｒｓｏｎａｌ Ｄａｔａ利活用環境の整備 

40 



ビッグデータの活用に関する人材 

新たに蓄積されたデータ量 
（地域別） 

深い分析の訓練を受けた新たな大学卒業生数 
（地域別） 

【出典：McKinsey Global Institute「Big data: The next frontier for  
    innovation, competition, and productivity」（平成23年５月)】 

● 統計学や機械学習に関する高等訓練の経験を有し、データ分析を行うという深い分析 
 に係る才能を有する大学卒業生数（2008年）について、国際的には、米国の2万4,730人、    
  中国の1万7,410人、インドの1万3,270人に比べて、日本は3,400人。 

41 



ＩＣＴ人材の育成 

市場構造の変化に対応可能なＩＣＴ人材の育成 

サービス作り モノ作り 

仕組み作り 
（デザイン思考） 

課題解決型ソリューション 
（オープンイノベーション） 

情報流通連携基盤 
（Data as a Service) 

連 携 
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成功モデルの提示と実証 

◆ 各省事業、自治体、 
民間等の連携 

◆ 国策化による特定地域へ
の集中投資 

◆ 一体となった規制・ 
制度改革 

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

重点課題の解決に向けた国家プロジェクトの推進 

ひずみセンサー 

センサー等を活用した社会インフラ
の効率的な維持管理の実現 
（社会コストの大幅削減） 

医療情報連携基盤の全国展開、 
超高齢社会に対応した「スマート 
プラチナ産業」の創出 

衛星通信を活用した「海のブロード
バンド」による海底資源調査の飛躍
的向上  

農業 

Ｇ空間情報のオープンデータ化を推進し、
Ｇ空間情報を活用した新サービス・防災 
システムを展開 

生産～消費まで一貫したバリュー
チェーンの構築による高付加価値化
の実現 

地域の活性化 

ＩＣＴを活用して地域の発展/課題 
解決を図る「ICTスマートタウン」 
プロジェクトの全国展開・加速化 

防災・減災 

医療・介護・健康 

資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ 

教育 

行政の効率化 

Ｇ空間情報 

道路交通 

クラウド技術を活用して、学校・家庭
をシームレスにつなぐ、低コストの 
教育ＩＣＴシステムの全国展開 

共通ＩＤを通じて生活・福祉等の 
複数分野のデータ連携を図り、国民
の利便性を向上 

車を車・道路・ネットワークとつなげ 
るなど、ＩＣＴを活用した自動運転の
実現に向けたパイロットプロジェクト
の実施 
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